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研 究 要 旨
研究目的

　本研究は、HIV 感染に関連する薬物使用・不使用の要因を探るために、出会い系アプリを利用した質問紙

調査により、MSM の性行動、感染リスク予防行動、薬物使用の現状を明らかにすること、依存症から回復

した HIV 陽性者と、その支援経験をもつ HIV 診療機関の医療者への面接調査により、使用、依存からの回

復過程と支援の内容を検討すること、依存症クリニック受診者の診療録調査と面接調査により、MSM 使用

者のプロフィールと薬物使用から回復への過程における分岐点、そこに働く諸契機を考察すること、そして

地域の拠点病院や NGO における陽性者と使用者への支援の基礎資料として、通報義務と診療義務の関係、

日本における薬物使用と対策の現状、相談窓口に関する情報を整理することを課題とした。これらの研究と

その成果に基づく啓発資材の制作により、HIV 陽性者と薬物使用者の支援、HIV 感染と薬物使用の予防に

資することを目的とした。

研究方法

　本研究を、次の 5 つの分担研究により構成した。

a．MSM の薬物使用・不使用に関わる要因の調査（生島）

b．地域の相談支援機関利用による HIV 陽性者・薬物使用者の回復事例の調査（大木）

c．薬物使用者の依存症クリニック受診経緯の調査 ( 肥田 )

d．薬物依存からの回復を支援する社会資源の調査 (樽井 )

e．男性同性愛者が利用する施設の国際化に関する基礎調査（沢田）

　出会い系アプリを利用した量的調査では、面接調査を踏まえて、性的指向と性行動、HIV の知識・感染予防・

検査、薬物使用、メンタルヘルス上の問題等に関する 97 問からなる質問紙を作成し、集められたデータを

クリーニングして 6,921 人からの回答を解析した。

　依存症から回復した HIV 陽性者と支援経験をもつ HIV 診療機関の医療者への面接調査では、陽性者 8 人

の逐語録からは使用、依存、回復の過程における分岐点と要因を、医療者 4 人の逐語録からは行った支援

の内容と問題点を抽出した。

　依存症クリニック受診者調査では、診療録の後方視的調査により 65 人の受診者のプロフィールを検討し

た。これを踏まえて、7 人に半構造化面接調査を行い、複線径路等至性アプローチを参考に、薬物の初使用
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からケアにつながる経緯と諸契機を記述した。

　使用者支援のための社会資源調査では、医療者および公務員のいわゆる通報義務についての法解釈と行政

の事例の検討、日本における薬物使用と対策の現状の白書等と先行研究による概観、薬物使用者が安心して

相談できる窓口の調査を行った。

　ゲイスポットにおける国際化についての調査では、外国人利用者の動向（国籍、年代、日本語能力等）、店

舗における対応の課題に関する情報を、飲食店経営者 5 人に半構造化面接により収集した。

研究結果

　出会い系アプリ調査からは、回答者の過半が HIV 抗体検査を受けた経験をもつが、半数近くが過去 6 か

月間にコンドームなしのアナルセックスを経験しており、コンドーム使用等の予防を勧める啓発の継続と促

進の必要性が認められた。薬物使用に関しては、生涯薬物使用経験を 4 人に 1 人がもち、初めての使用が

10 代、20 代で、契機はセックスの相手に勧められてが 7 割であることから、若い MSM に対する介入の

必要性が示された。

　依存症から回復した HIV 陽性者の面接調査からは、セックス場面での薬物との出会いと使用、薬物の継

続使用、依存症からの回復の過程における分岐点と要因が、また支援経験をもつ医療者の面接調査では、使

用が判明する前と後の支援方法と課題、支援者の態度、医療機関の課題を整理し、医療者が回復プログラム

へ繋げる機能を担えることが指摘された。

　依存症クリニックにおける MSM の受診者の調査では、薬物使用者に共通する通過点、分岐点が示され、

回復を促すには薬物使用に関して相談できる機会、仲間の存在や家族・パートナー等の理解、ありのままの

自分が受け容れられ安心して過ごせる環境等の社会的助勢が必要なことが指摘された。

　薬物使用者支援のための社会資源に関する調査からは、通報義務と診療義務、守秘義務のいずれを優先す

るかは、医療者と公務員の裁量に委ねられることが、また日本における薬物使用の現状と対策の概観からは、

健康問題としての対応、使用者の治療と支援の機関、まずは相談窓口の充実の必要性が示された。

研究目的A
　本研究に先行する「地域において HIV 陽性者等の

メンタルヘルスを支援する研究」（平成 24 ～ 26 年

度）によって、私たちの社会では男性とセックスす

る男性（MSM）間の HIV 性感染に薬物使用が関連し

ていることが明らかになり、さらに薬物使用に関し

ては、使用する・しないという単純な排他的二分が

あるのではなく、使用を勧誘され断る・受け容れる、

使用を止める・続ける、回復への方策が見つかる・

見つからない等、時間軸に沿った幾つかの分岐点が

あることが示唆された。

　これを受けて本研究では、薬物使用・不使用に関

わる要因を探るために、出会い系アプリを利用した

質問紙調査結果の分析によって、MSM の間での性

行動、HIV 感染のリスクと予防行動、薬物使用の現

状を明らかにすること（a.）、依存症から回復した陽

性者と HIV 診療機関で支援を提供する医療者（b.）

および依存症クリニック受診者（c.）への面接調査結

果の分析によって、薬物使用から回復への過程にお

ける各分岐点で使用あるいは不使用に導く諸契機、

回復を促す諸要因、さらに支援の方法と課題を検討

すること、そして地域の拠点病院や NGO におけ

る陽性者、使用者、その関係者への支援のための基

礎資料となる情報や社会資源（診療と通報、薬物使

用の現状、相談窓口）を整理すること（d.）を課題と

した。これらの研究とその成果に基づく啓発資材の

制作により、HIV 陽性者と薬物使用者の支援、HIV

感染と薬物使用の予防に資することを目的とした。
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研究方法B 者と使用者に関わる HIV 診療機関と依存症医療機

関等が検討すべき課題を示した。

　c．依存症クリニック受診者調査では、1 年目に

診療録を用いた後方視的量的調査を MSM の受診者

65 人について行い、受診者のプロフィール（薬物使

用と受診、感染症罹患等）を明らかにした。これを

踏まえてインタビューガイドを作成し、2、3 年目に、

クリニックのグループプログラム（LGBT グルー

プ）に参加経験のある 7 人に個別の半構造化インタ

ビュー調査を実施した。その逐語録について、複

線径路等至性アプローチ（Trajectory Equifinality 

Approach: TEA）を参考に質的に分析を行い、薬

物の初使用から依存が形成されてケアにつながるに

至る経緯（分岐点と等至点）、各分岐点での方向付け

の要因（社会的方向付けと社会的助勢）を検討した。

　d．使用者支援のための社会資源調査では、1 年

目に、医療者および公務員に課されるいわゆる通報

義務と診療義務、守秘義務の関係について、法律と

先行研究におけるその解釈、行政における判断の事

例を調査し、2 年目には日本における薬物使用とそ

の対策の現状の概観を提示するために、使用の実態、

刑事対応の推移、政策動向等に関する情報を整理し

た。3 年目は、薬物使用者や関係者が安心して利用

できる相談窓口を紹介するために、陽性者および使

用者を支援する NGO、薬物使用に対応する行政機

関である精神保健福祉センター、依存症治療を提供

する医療機関について、インターネット等を通じて

得られた情報と、研究機関であるぷれいす東京と連

携のある組織の情報を調査した。

　e．ゲイスポットにおける国際化の調査では、外

国人利用者の動向（国籍、年代、日本語能力等）や生

活背景、店舗における対応の課題に関する情報を収

集するために、2 年目に飲食店経営者 5 人に半構造

化面接を行い、2020 年に向けて国際化に対処する

ための資料とした。

（倫理面への配慮）

　「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に

準拠して研究計画書を作成し、特定非営利活動法人

　本研究は、5 つの分担研究によって構成された。

a．MSMの薬物使用・不使用に関わる要因の調査（生

島）

b．地域の相談支援機関利用による HIV 陽性者・薬

物使用者の回復事例の調査（大木）

c．薬物使用者の依存症クリニック受診経緯の調査

（肥田）

d．薬物依存からの回復を支援する社会資源の調査

（樽井）

e．男性同性愛者が利用する施設の国際化に関する

基礎調査（沢田）

　なお、分担研究 e は、2 年目に実施され、3 年目

には他の研究班に引き継がれた。

　a．MSM の薬物使用等に関する量的調査では、

1 年目に、14 人の面接調査を踏まえて性的指向と

性行動、HIV の知識・感染予防・検査、薬物使用、

メンタルヘルス上の問題等 18 項目、下位項目 97

の質問紙を作成し、2 年目にインターネットによ

る自己回答式質問紙調査（LASH: Love Life and 

Sexual Health）を、新設したウェブサイト（LASH 

online, http://lash.online/）と N 社の GPS 機能

付き出会い系アプリで募集した対象者について行っ

た。回答に着手した 10,544 人についてデータク

リーニングを行い、基礎情報無記入、重複回答、矛

盾回答等を除き、全問に回答した 6,921 人を対象

として、3 年目にデータ解析を行い、単純集計及び

各種要因の関連性について考察した。

　b．MSM の HIV 陽性者の薬物使用からの回復事

例の調査では、1、2 年目に、回復した陽性者 8 人

を対象に半構造化面接を行ってその逐語録を分析

し、薬物の使用開始、使用継続、依存からの回復の

各分岐点について、そこで作用する要因を抽出し、

分岐点が予防介入にとってもつ意味と支援の方策を

検討した。3 年目には HIV 診療機関において薬物

使用者への支援経験をもつ 4 人の医療者に半構造

化面接を行い、その逐語録から、薬物使用判明前と

判明後における支援方法と課題、支援に際しての基

本的態度を明らかにし、支援の促進のために、陽性
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ぷれいす東京等研究者の所属機関の倫理委員会の審

査を受けた。

　質問紙調査は無記名で行い、回答を同意とした。

面接調査に際してはインフォームド・コンセントを

取得し、研究には情報収集者が匿名化した試料を用

いた。

研究結果C
　a．MSM の薬物使用等に関する量的調査では、

HIV に関しては、これを身近に感じていると回答

した人は 55.5%、HIV 抗体検査を受けた経験のあ

る人は 62.3% と高い割合であった。HIV の感染経

路や予防方法に関する知識レベルは概して高かった

が、治療により感染性が低減されるという知識を持

つ人は 4 割前後だった。その一方で過去 6 か月間

にコンドームなしのアナルセックスを経験したと回

答した人の割合は 48.6% だった。回答者の 1.2%

はトランスジェンダーであり、このグループにつ

いても初めて少数ながら量的調査が行えたが、HIV

の身近感や検査受検率は全体よりも低いという結果

が示された。薬物使用については、使用しているの

を見たことがあると回答した人は 41.4%、薬物使

用を勧められた経験がある人は 36.1% で、MSM

を取り巻く環境に身近に薬物使用が存在すること

が明らかになった。薬物を使用しない理由として、

危険だからを 97.4%、違法だからを 97.0%、使用

する理由としては、セックスの快感や痛み軽減を

79.6%、現実逃避や不安軽減を 69.7% の回答者が

挙げた。生涯で薬物使用経験のある人は 25.4%、

過去 6 か月間に限ると 11.3% であった。生涯薬物

使用経験者の開始年齢は、8 割が 10 ～ 20 歳代で、

性的なパートナーに誘われて始めた人が 71.9%

だった。過去 6 か月間に使用した人は使用しない

人よりも、コンドームを使わないアナルセックスの

経験、複数のセックスバートナーの割合が有意に高

かった。また、全体の 7 割弱が子どもの頃に逆境

体験（虐待、いじめ等）を持ち、その複数の体験と薬

物使用との間に関連が認められた。これらの調査結

果を紹介するパンフレットを作成し、全国 6 都市

で報告会を行った。これを踏まえて、HIV 感染と薬

物使用の予防を促すために、また回答者等に研究成

果を還元するために、啓発パンフレット「意外と知

らない僕らのリアルなセックスライフ―LASH 調

査報告書―」を制作した。

　b．回復した陽性者を対象に行った半構造化面接

調査では、その逐語録の分析から、薬物の使用開始、

使用継続、依存からの回復の各分岐点について、そ

こで作用する計 12 の要因が抽出された。使用の要

因としては、セクシュアリティ、HIV 陽性、薬物

使用を隠す日常の社会生活、セックスと薬物による

そこからの退避、回復の要因としては、セクシュア

リティと薬物使用について話せる仲間や変わらずに

いる支援者の存在等が挙げられた。さらに分岐点が

予防介入にとってもつ意味を検討し、求められる支

援として、生育時に直面した家族問題やセクシュア

リティの葛藤の経験を見据えた対応、セクシュアリ

ティ、HIV 感染、薬物使用を安心して開示できる環

境の整備、住まいや仕事等の日常生活の再建への助

力の必要性が指摘された。また、陽性者の薬物使用

からの回復事例に関わった医療者の調査からは、薬

物使用が判明する前の支援方法として、薬物使用の

サインを把握し、薬物について話してよい場である

ことを伝え、相談されるのを徹底して待つことが、

判明した後には、逮捕も薬物依存症への支援のきっ

かけとして捉え、HIV 診療機関来院を肯定的に評

価し、回復意向を見きわめて支援方針を検討し、心

理的問題や生活問題への支援リソースに紹介するこ

と、再使用により逮捕された場合も心配していると

いうメッセージを伝えることが示された。使用者へ

の支援の基本的態度としては、健康問題として関わ

る立場を堅持し、回復の力があることを信じ、スリッ

プも話せる関係づくりを目指すことが示された。ま

た、支援にあたっての課題として、HIV 診療専門職

の力量の向上、セクシュアリティや HIV について

理解をもつ薬物依存診療機関や支援機関の増加、薬

物依存症が健康問題であることの啓発の強化が挙げ

られた。HIV 診療機関は、薬物依存症の回復プログ

ラムへのゲート機能を担えることが指摘された。

　c．依存症クリニックにおける MSM の受診者

の調査では、1 年目の 65 人の診療録の後方視的量

的調査により、初めて薬物を使用したのは平均で
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23.8 歳、 使 用 薬 物 は RUSH が 27.7%、5-MeO-

DIPT が 26.2%、覚せい剤が 12.3%。初診時の平

均年齢は 36.2 歳、その依存薬物を使い始めたの

は平均で 29.0 歳で、覚醒剤が 87.7% という使用

歴が示された。92.3% がセックスドラッグとして

使用した経験、78.5% が注射による薬物使用の経

験をもっていた。併存疾患は HIV 感染が 80.0%、

HBV 感染は 21.5%、梅毒は 21.5%、HCV 感染は

6.2% であった。他の精神科疾患は 47.7% で、な

かでもうつ病は 29.2% だった。受診を紹介した機

関は、HIV 診療機関が 20.0%、依存症回復施設が

20.0% だった。2、3 年目に行った 7 人を対象とす

る個別の半構造化インタビュー調査の質的分析から

は、薬物使用過程に共通する分岐点とそこに働く要

因が示された。使用前には社会での生きづらさとゲ

イ同士の交流の場の居心地のよさが経験され、そこ

で薬物を初めて使用し、その後入手ルートを得て継

続的に使用するようになった。やがて生活や人間関

係に支障が出て薬物使用に「ハマってる」、「まずい」

という思いと、「止めようと思えば止められる」とい

う根拠のない自信とを併せて持つようになるが、通

報される怖さなどから人には相談できないままに、

止めるという選択肢はもたずにおり、司法や医療か

らの介入を受けた。この社会的第三者の介入ののち

クリニックを受診し、LGBT グループへの参加に

至り、薬物使用という事実を直視して使用せずに生

きるために LGBT グループ参加を継続した。そし

て自身の生きづらさの背景を考え直し、生きづらさ

に折り合いをつけ、自分の社会生活を送る方向に踏

み出していた。この等至点への歩みには事実を振り

返ることが必要であり、それを後押しする社会的助

勢として、仲間の存在や家族・パートナー等の理解、

ありのままの自分が受け容れられ安心して過ごせる

環境が指摘された。

　d．薬物使用者支援のための社会資源に関する 1

年目の調査では、通報義務と診療義務、守秘義務に

ついて、法律は医師には麻薬、大麻、あへんの慢性

中毒の届出を、また公務員に犯罪の告発を義務づけ

ているが、公務員ではない医療者には告発義務はな

いこと、他方で公務員には守秘義務があり、医療者

にはさらに診療義務があり、それらの義務が対立す

るとき、通報と他の義務のいずれを優先するかは、

医療者と公務員の職務に照らした裁量に委ねられる

ことが、法学者の解釈と行政、司法の判断から示さ

れた。2 年目の日本における薬物使用の現状と対策

の調査では、いずれかの薬物の生涯使用経験率は

全国住民調査では 0.1% と諸外国と比べて低いが、

HIV 陽性者ではより高いこと、刑事問題としての

対応として薬物事犯検挙人員は 2015 年に 13,542

人、覚せい剤が 8 割、所持ないし使用も 8 割を占

めるが、使用者の治療と支援は 2013 年の第四次薬

物乱用防止五か年戦略の 6 目標の 1 つとされなが

らも、回復プログラムを提供している精神科医療

機関は 5.1% に過ぎず、回復支援の少なからぬ部分

を、民間の自助グループに依存していることが示さ

れた。3 年目の薬物使用に関する相談窓口の調査で

は、薬物使用者とその関係者が通報される心配をも

たずに安心して相談できる窓口を調査し、十分な情

報が得られた首都圏の相談窓口に今回は限定し、薬

物問題に取り組む NGO と HIV 陽性者の支援団体

各 1、薬物使用に対応する行政である精神保健福祉

センター 12、使用者の自助グループであるナルコ

ティクスアノニマス と 6 カ所のダルク、依存症治

療を提供する医療機関 2、計 26 の機関を紹介する

パンフレットを作成した。

　e．ゲイスポットで外国人顧客が多い飲食店（100

人規模のクラブバーでは 6 割、30 席のスナックで

は 1 割が外国人）の経営者に対する調査では、かつ

てはほとんどが欧米人だったが今は 4 ～ 5 割で、

台湾、韓国、中国などアジアが 3 ～ 4 割、他は南

米で占められている。在住者（就職、留学）が過半だっ

たが、旅行者、出張者が増え、日本語が話せない人

が多いという現状が伺えた。経営者からは、顧客が

体調を崩した時に、健康保険や言葉の問題があるの

で、病院受診を気軽に勧めてよいか躊躇する、観光

客が増える中でどう対応するか準備が必要と思う、

との意見が聞かれた。
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考察D
1．本研究の限界と介入研究の課題

　出会い系アプリ調査の分析対象者は 6,921 人で、

これまでになく規模の大きな研究が行えたが、1 つ

の出会い系アプリを利用したものであり、回答者は

大都市と周辺部が圧倒的に多く、日本の MSM を

代表しているとは言えない。また回答者のセクシュ

アリティは 95.8% がゲイ・バイセクシュアル男性

だが、性的指向は男性だけが約 8 割と多数ではあっ

たが、約 2 割は男女を対象にしており、回答者に

はトランスジェンダーも含まれていた。今後の HIV

予防啓発では、性的少数者のこうした多様性を十分

に踏まえる必要があると考えられる。

　またこの調査は横断研究であるため、薬物を使用

したから HIV 感染リスクの高い性行動をとってい

るのか、或いはもともと HIV 感染リスクの高い性

行動をする集団は薬物を使用する傾向が高いのかを

示すことはできない。ただし少なくとも、出会い

系アプリを利用する MSM において、薬物使用と

HIV 感染リスクの高い性行動に強い関連性がある可

能性は示唆された。HIV 感染と薬物使用とを防止す

る今後の啓発活動には、多くの MSM が利用する

アプリと連携して情報を提供することが有効と考え

られる。その際にも、薬物を使用する MSM のニー

ズを量的・質的双方の視点で適切にくみ取っていく

必要があると思われる。

2．薬物を使用する陽性者への支援

　依存症から回復した陽性者および依存症クリニッ

ク受診者への面接調査からは、薬物使用者は使用と

不使用の分岐点において、使用したい・止めたい、

使用はよくない・止めようとは思わない、といった

逡巡をもちながら、通報や非難を恐れて人に相談で

きずにいることが示された。しかし、安心して相談

できる窓口は極めて限られており、広く知られては

いない。相談窓口の充実がはかられ、その情報が必

要とする人に届けられて、薬物使用者やその関係者

が容易に安心して支援を受けられる環境が整備され

ることが望まれる。

　HIV 診療にあたる医療者や陽性者の支援者は、薬

物使用を察知した場合にその対応に苦慮しており、

また薬物使用者を援助する相談窓口等の業務に関す

る情報が不足している。HIV に関わる医療者や支

援者は、陽性者、性的少数者にとってはそれをもは

や秘密にする必要のない人であり、薬物問題に対処

する専門家ではなくとも、医療者、支援者として対

応し、少なくとも信頼できる情報を提供できるとい

う立場にいる。地域の薬物問題に関わるダルク等の

NGO や精神保健福祉センターが薬物使用者に提供

している相談や支援の情報をもつこと、そうした機

関と連携して陽性者を支えることが期待される。

3．性的指向に対する差別と偏見の解消

　出会い系アプリを利用した調査により、回答者約

7,000 人の 7 割弱が子どもの頃に逆境体験（虐待、

いじめ等）を持っており、その複数の体験と薬物使

用との間に関連が認められた。薬物使用につながる

メンタルヘルスの悪化の背景に、性的指向に対する

差別と偏見があることが、本研究においても指摘さ

れた。

　性的少数者は、さらには HIV 陽性者と薬物使用

者は、それを多数者に秘して差別と偏見から逃れる

という生きづらさを体験している。社会において、

とくに医療の場で、少数者の人権に配慮し、差別と

偏見から理解と受容への転換を促進することが、薬

物使用と HIV 感染を予防するためにも重ねて強く

要請される。

結論E
　出会い系アプリ調査からは、回答者の HIV の知

識は概して高く、過半が HIV を身近に感じ、また

HIV 抗体検査を受けた経験をもっているが、過去

6 か月間にコンドームなしのアナルセックスを経験

した人が半数近くいた。知識・意識と行動の乖離が

認められるとともに、コンドーム使用等の予防と検

査受検を勧める啓発の継続と促進の必要性が示され

た。薬物使用に関しては、使用を目撃した経験、勧

められた経験をもつ人が回答者の 3 分の 1 以上お

り、薬物が MSM の出会いの場に存在すること、4

人に 1 人が生涯薬物使用経験をもつこと、さらに

薬物使用とリスクの高い性行動との間に関連がある

ことが伺われた。初めての使用が 10 代、20 代で
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あり、契機はセックスの相手に勧められてが 7 割

であることから、若い MSM に対して、使用を避

けるコミュニケーションスキルの向上を促す介入の

必要性が示された。これらの課題に向けて、HIV 感

染と薬物使用の予防を促す啓発パンフレットを制作

した。

　依存症から回復した陽性者を対象に行った調査で

は、薬物の使用開始、使用継続、依存からの回復の

各分岐点について、そこで作用する計 12 の要因が

抽出された。使用の要因としては、セクシュアリティ

等を隠す日常の社会生活とセックスと薬物によるそ

こからの退避、回復の要因としては、セクシュアリ

ティと薬物使用について話せる仲間や変わらずにい

る支援者の存在等が挙げられた。また、陽性者の薬

物使用からの回復事例に関わった医療者の調査から

は、薬物使用が判明する前の支援方法として、薬物

ついて話してよい場であることを伝え、相談される

のを徹底して待つこと、判明した後には、逮捕も薬

物依存症への支援のきっかけとして捉え、回復意向

を見きわめて支援方針を検討すること、そして使用

者への支援の基本的態度としては、健康問題として

関わる立場を堅持し、スリップも話せる関係づくり

を目指すことが示された。HIV 診療機関は、薬物依

存症の回復プログラムへのゲート機能を担えること

が指摘された。

　依存症クリニックにおける MSM の受診者の調

査では、診療録の後方視的調査により、20 代で

5-MeO-DIPT や RUSH を使い始め、覚せい剤へ

の依存により 30 代半ばで受診、HIV 感染は 8 割だ

がHCV感染は6%というプロフィールが示された。

面接調査の分析からは、薬物使用者に共通する通過

点、分岐点として、ゲイ同士の交流の場の居心地の

よさ、そこでの薬物使用による生活や人間関係への

支障と止めようと思えば止められるという根拠のな

い自信、通報への恐怖から人に相談できないままに

司法や医療による介入、クリニック受診と LGBT

グループへの参加が挙げられ、支援的介入が求めら

れる点であることが認められた。薬物を使用しない

ために LGBT グループへの参加を継続する、そし

て生きづらさに折り合いをつけようとするに至るに

は事実を振り返る必要があり、それを後押しする社

会的助勢として、仲間の存在や家族・パートナー等

の理解と支援と、ありのままの自分が受け容れられ

安心を得られる相談窓口や支援環境が必要なことが

指摘された。

　薬物使用者支援のための社会資源に関する調査か

らは、いわゆる通報義務について、医療者と公務員

の診療義務、守秘義務、通報義務の法的な根拠と行

政の対応を検討し、いずれの義務を優先するかは、

その職務に照らした裁量に委ねられることが示され

た。また拠点病院等医療機関と NGO において陽

性者と使用者を支援する際の基礎資料として、日本

における薬物使用と対策を概観し、使用者は少数に

とどまるが、刑事問題としての対応に力点が置かれ、

健康問題としての対応、使用者の治療と支援は不足

していることが示された。薬物使用者とその関係者

が通報される心配をもたずに安心して相談できる窓

口は限られているが、首都圏のそれを紹介するパン

フレットを作成した。
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　なし
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